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This paper describes development of substructure real-time online 
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small response delay using existing experimental equipment. Authors 
made analytical examinations of the influence of response delay to the test 
results caused by using existing experimental equipment, and developed a 
control method to minimize the problem. It was demonstrated by various 
test results that the developed system has sufficient accuracy as SROLT for 
seismically isolated buildings. 
 

 
１．はじめに 

1995 年兵庫県南部地震，2011 年東北地方太平洋沖地震などで性能

が実証された免震構造は，その建設戸数も年々増加する一方，適用さ

れる建築物も戸建て建築物から超高層建築物へと多種多様である。 

最近では，免震建築物の安全性検証のため，既往波や告示波だけで

なく，さまざまな特性をもつ地震動や，台風通過における風外乱など

の検討が求められるようになってきた 1)。 

免震建築物においてその挙動に支配的な免震部材は，変位依存性，

速度依存性，温度依存性，繰り返し回数依存性，水平クリープなど，

多くの依存性を有している 1)ため，現在のところ免震建築物の地震お

よび風外力時の挙動などをコンピュータによる数値解析によって精

確にシュミレーションすることは困難である。 

上記問題を解決するために，サブストラクチャ・リアルタイム・オ

ンライン応答実験法（以下 SROLT）例えば 2)～4)に着目した。SROLT は，

構造物の縮尺率による制限を緩和できるという特長と速度依存性の

ある構造物の部材の依存性を応答に取り込んだ実験が可能であると

いう特長をあわせもつ。SROLT の免震建築物への適用は，従来から研

究が行なわれてきている例えば 5)～7)が，免震部材の非線形挙動が顕著

になる免震建築物の長周期地震や風外乱の応答シミュレーション 5)

などの実施例は少ない。 

そこで，SROLT による免震建築物の応答をシミュレーションするた

め，システムの導入を検討した。ソフト面において，リアルタイムに

精度のよい数値解析を行うことが大事である。本システムでは，数値

積分法に，陽な方法にモード除去法を適用した 8)，9)。一方，ハード面

である試験機は，新たに試験機を導入するのはコストがかかること

から既存の設備である鉛直-水平方向の動的 2 軸試験機（以下，動的

2 軸試験機）を用いることとした。SROLT では試験機の摩擦力や慣性

力，アクチュエータの遅れが応答結果に大きな影響を与える。しかし，

この動的 2 軸試験機は，試験体の荷重を直接計測できる分力計を用

いているため，試験機の摩擦力，慣性力の影響を考慮する必要がなく,

本研究で開発したシステムの利点の一つである。この特長を活かし，

動的 2 軸試験機を PC で制御するシステムを開発することとした。こ

の動的 2 軸試験機はアクチュエータの遅れが懸念 10）されたため，制

御方法に工夫をする必要がある。制御に関しては，既往の研究 4），11），

12）がある。文献 4)，11)では，目標変位に対して試験機の応答遅れを

考慮した変位指令値を制御に用いている。変位指令値を過去の変位

履歴から多項式を用いて外挿した値としている。その際，変位指令値

と目標変位で差が生じた場合は補正を行っている。本報では，補正を

行わない方法を用いる。 

本報の目的は，既存の動的 2 軸試験機を用いて開発した SROLT シ

ステムが，免震建築物に対して地震および風応答をシミュレーショ

ンできる試験機の応答遅れの小さいシステムであることを示すこと

である。試験機の応答遅れの影響を解析的に分析し，実験結果から免

震建築物を対象としたシステムが十分な精度があることを検証する。 

＊1 (株)ブリヂストン 修士(工学) 

（〒244-8510 神奈川県横浜市戸塚区柏尾町 1 番地） 

＊1 Bridgestone Corporation, M. Eng. 

 

＊2 (株)ブリヂストン 博士（理学） ＊2 Bridgestone Corporation, Dr. Sci. 
＊3 東京工業大学未来産業技術研究所 准教授・博士（工学） ＊3 Assoc. Prof., FIRST, Tokyo Institute of Tech., Dr. Eng. 

＊4 近畿大学建築学部建築学科 講師・博士(工学) ＊4 Lecturer, Faculty of Arch., Kindai Univ., Dr. Eng. 

＊5 (株)長谷工コーポレーション技術研究所 博士(工学) ＊5 Haseko Corporation, Technical Research Institute, Dr. Eng. 

＊6 日本大学生産工学部建築工学科 教授・博士(工学) 
＊6 Prof., Dept. of Architectural Eng., Collage of Industrial Tech.,  
Nihon Univ., Dr. Eng. 

 



122

2．遅れ時間による応答結果への影響 

2 章では，開発した SROLT システムについて述べる前に，まず，数

値解析により，試験機の応答遅れが SROLT の応答結果に与える影響

について述べる。 

Fig. 1 に示すように，試験体に対して目標変位（Target）を変位

指令値として与えたときに，試験体の実変位（Measured）が遅れた場

合，時刻歴応答解析結果にどのような影響を与えるか，Table 1 に示

す 1 質点のモデルを用いて検討を行った。ここで，ピーク時間の差

を応答遅れの時間 (以下，遅れ時間 Dt ）とする。復元力モデルは，

ゴム外径 1000ｍｍゴム厚さ 200ｍｍの高減衰ゴム系積層ゴム（以下，

HDR）を想定したノーマルバイリニアモデルとし，質量は固有周期 2，

4，6s となるように設定した。遅れ時間 Dt=0，0.02，0.04，0.06，0.1s

としてそれぞれ時刻歴応答解析を行った。数値解析の時間間隔 Δt  = 

0.01s とした。 

検討に用いた地震波は，EL Centro NS（地動最大速度 50 cm/s），

BCJ L2 と建築基準整備促進事業の平成 23 年度「超高層建築物等への

長周期地震動の影響に関する検討」13)で作成された長周期地震動の

中で此花（OSKH02(平均)）波である。Fig. 2, 3 に T2 モデル，El 

Centro NS 波での時刻歴応答解析結果を示す。遅れ時間 Dt＝0.0，

0.06，0.1ｓの結果をそれぞれ黒線，青線，赤線で示す。Fig. 2 より，

遅れ時間 Dt が大きくなると，応答変位が大きくなり，周期も長くな

る。また，Fig. 3 の履歴図から，遅れ時間 Dt が大きくなると，振幅

は大きくなるが，復元力が小さくなることや反時計周りの履歴（Fig. 

5,後述）を示すため吸収される面積が小さくなる。Fig. 4 に，遅れ

時間が生じたときの最大応答変位 Xmax(Dt)と遅れ時間 Dt = 0 時の

最大応答変位 Xmax(Dt = 0)の比率 Xmax(Dt)/ Xmax(Dt = 0)と,遅れ

時間 Dt/固有周期 T の関係を示す。遅れ時間 Dt/固有周期 T が大きく

なると，地震動によりばらつきはみられるが，最大応答変位が増大す

ることが確認できる。これは，遅れ時間 Dt により Fig. 5 に示すよ

うな履歴となることが原因である。黒線で示すバイリニア型の履歴

を有する試験体に，一定時間間隔で目標変位（Target）𝑥𝑥(1)，𝑥𝑥(2)，
～，𝑥𝑥(i) の順に与えると， 𝑄𝑄(1)，𝑄𝑄(2)，～，𝑄𝑄(i)の復元力が得られ

るものとする。ここで，目標変位 𝑥𝑥(𝑖𝑖)  に対して実変位（Measured）

が 1 ステップ分遅れた場合，得られる復元力は 1 ステップ前の復元

力 𝑄𝑄(i − 1) となる。𝑥𝑥(𝑖𝑖) と𝑄𝑄(i − 1) からなる履歴は，Fig. 5 の赤

線のようになり，黒線で示す試験体の本来の履歴に対して，ｱ) 履歴

面積が小さくなる。ｲ) 変位のピーク近傍で履歴が反時計回りの挙動

を示す。ｳ) 剛性が低下する。 などの違いが生じる。 

Fig. 4 の結果から，Dt/T ≦ 0.01 であれば Xmax(Dt)/ Xmax(Dt 

= 0)が 1.1 以下となることから,許容値とした。 

 

３．SROLT の実験システムの概要 
3 章では，開発した SROLT の実験システムの概要を述べる。 

SROLT を免震建築物に適用するため，Fig. 6 に示すように建築物

を質点系モデルに置換し，上部構造を解析部分，免震層を実験部分と

する。質点系モデルに置換した上部構造の応答は，一般的にほぼ線形

な挙動を示すため数値解析により求める。また，複雑な非線形挙動を

示す免震部材の応答は，試験体を用いた載荷実験によってその挙動

を求める。両者を振動方程式上で組み合わせることによって，地震や

風外力下における免震部材の複雑な挙動を精確に考慮した建築物全

体のシミュレーションを行うことができる。SROLT の支配方程式は式

（１）のようになる。 

 

[m]{𝑥̈𝑥} + [c]{𝑥̇𝑥} + {𝑟𝑟}𝑎𝑎 + {𝑟𝑟}𝑒𝑒 = {𝑓𝑓} (1) 
 
[m]：Mass matrix 
[c]：Damping matrix 
{𝑥̈𝑥}：Acceleration vector 
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線のようになり，黒線で示す試験体の本来の履歴に対して，ｱ) 履歴

面積が小さくなる。ｲ) 変位のピーク近傍で履歴が反時計回りの挙動

を示す。ｳ) 剛性が低下する。 などの違いが生じる。 

Fig. 4 の結果から，Dt/T ≦ 0.01 であれば Xmax(Dt)/ Xmax(Dt 

= 0)が 1.1 以下となることから,許容値とした。 

 

３．SROLT の実験システムの概要 
3 章では，開発した SROLT の実験システムの概要を述べる。 

SROLT を免震建築物に適用するため，Fig. 6 に示すように建築物

を質点系モデルに置換し，上部構造を解析部分，免震層を実験部分と

する。質点系モデルに置換した上部構造の応答は，一般的にほぼ線形

な挙動を示すため数値解析により求める。また，複雑な非線形挙動を

示す免震部材の応答は，試験体を用いた載荷実験によってその挙動

を求める。両者を振動方程式上で組み合わせることによって，地震や

風外力下における免震部材の複雑な挙動を精確に考慮した建築物全

体のシミュレーションを行うことができる。SROLT の支配方程式は式

（１）のようになる。 

 

[m]{𝑥̈𝑥} + [c]{𝑥̇𝑥} + {𝑟𝑟}𝑎𝑎 + {𝑟𝑟}𝑒𝑒 = {𝑓𝑓} (1) 
 
[m]：Mass matrix 
[c]：Damping matrix 
{𝑥̈𝑥}：Acceleration vector 
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Stiffness*1

m(ton) T(s) K1(kN/m) K2(kN/m) Qd(kN) Keq(kN/m)
T2 246 2 14300 1430 199 2425
T4 983 4 14300 1430 199 2425
T6 2211 6 14300 1430 199 2425

*1 Shear Strain 100%

 
{𝑥̇𝑥}：Velocity vector 
{𝑟𝑟}𝑎𝑎：Restoring force vector at upper structure in analytical sub-

assemblage 
{𝑟𝑟}𝑒𝑒：Restoring force vector at base isolated layer in experimental 
sub-assemblage 
{𝑓𝑓}：External force vector 
 

本システムに用いた数値積分法は，陽な方法にモード除去法を適

用した数値積分法である 8)，9)。 

積層ゴムの実験は，動的 2 軸試験機で行う。積層ゴムの動的な実

験では，試験機の摩擦や慣性力の影響，アクチュエータの応答遅れな

どが，SROLT の応答結果に大きな影響を与える。Fig. 7 に本報で用

いた試験システムの概要を，Table 2 に実験システムの仕様を示す。

Fig. 7 の左側部分が既存の動的 2 軸試験機である。 

動的 2 軸試験機では，試験体に対して鉛直方向(高さ方向の上部構

造から)の荷重は Fig. 7 の試験体上部の油圧アクチュエータ 1 によ

り与えられる。水平方向の変位は Fig. 7 の油圧アクチュエータ 2 に

より与えられる。試験体に作用する水平荷重および鉛直荷重は，試験

体直上に取り付けられた 2 分力計(Load Cell)により荷重を直接計測

する。そのため，水平荷重測定時の摩擦力や慣性力の影響のない計測

ができる。Fig. 7 の右側部分が，今回新たに追加した部分で，SROLT

の解析や変位の指令を与える。使用する PC の OS はマイクロソフト

社 Windows 7 64 bit，CPU はインテル社 Core i7-5820K と一般的な

ものである。試験機の制御は，変位制御とした。解析で得られた水平

変位の指令値を，水平アクチュエータにより試験体に与える。試験機

より得られた水平荷重データを PC に取り込み，応答計算を行う。 

本報の実験には，天然ゴム系積層ゴム(以下，NRB 試験体)と高減衰

ゴム系積層ゴム(以下，HDR 試験体)のゴム外径φ225 ｍｍの縮小体を

用いた。形状を Fig. 8 に，仕様を table 3 に示す。本実験は試験機

の制約上縮小体で行うが，スケール効果の影響のあるタイプの積層

ゴムを，縮小試験体により実施する場合，応答結果に対してスケール

効果の影響 14)を考慮する必要がある。 

 

４．SROLT 実験システムの精度検証 

4.1 水平変位の制御方法 

4 章では，3 章で述べた SROLT システムの精度の検証を行う。 

試験体を取り付けない状態で，本報で使用する動的 2 軸試験機を

正弦波（振幅 20ｍｍ，周期 5 秒）で加振したところ，おおよそ 0.15s

前後の遅れがあることを確認した。2 章の結果から，SROLT の応答結

果に影響に与えてしまう。そこで，遅れを極力小さくするため，保有

する動的 2 軸試験機に対して試行錯誤的に行った結果，変位指令値

を以下のように設定した。 

Fig. 9 に示すように，時間 t から時間 t＋Δt になる間に変位 x(t)

から目標変位(Target) x(t+Δt) に達するために，遅れ時間を考慮し

て t＋Δt よりの先の時間帯 t＋dt(1) ～ t＋dt(n)における変位 

x(t+dt(1)) ～ x(t+dt(n))から変位指令値（Displacement command value）

を求める。x(t+dt(1)) ～ x(t+dt(n)) を式（１）の支配方程式より求め，

式（２）に示すように最大値と最小値を除き平均した値を変位指令値

とする。文献 4),11)では，計算機の計算時間の影響もあって多項式

を用いている。一方，本報では最近の PC の計算速度の向上により，

変位指令値を過去の変位履歴から多項式を用いて外挿した値とする

のではなく，支配方程式から直接求めるため，補正を行う必要がない。 

 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣

= {∑[𝑥𝑥(𝑡𝑡 + 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑖𝑖))]
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1
− 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚[𝑥𝑥(𝑡𝑡 + 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑖𝑖))] − min[𝑥𝑥(𝑡𝑡 + 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑖𝑖))]} (𝑛𝑛 − 2)⁄  

                                                      (2) 

x(t+dt(1)) ～ x(t+dt(n))と複数の変位を求めたのは，傾向の違う値

を削除し，平均すれば安定した値になると考えたためである。ただし，

dt（i）の値は振動方程式の解の安定性を考慮し，系の 1 次固有円振動 

数 ω から ω・dt（i）≦ 0.5 を満足する 15）ものとする。dt(1) ～dt(n)

の値は実験により最適な条件を求める。 

Fig. 7 Experimental System 

Fig. 6 Modeling and Concept of SROLT 

Analytical 
Sub-assemblage 

Experimental 
Sub-assemblage 

modeling 

Actuator1 Load Cell 
  Actuator2 

Control 
Unit 
AMP 

PC 

Horizontal Load 

Horizontal Disp. 
D/A A/D  

Table 2 Specifications of Experimental System 

Specimen 
Existing Experimental Equipment Additional

Equipment 

Table 3 Test Laminated 
 Rubber Detail Specification 

Fig. 8 Test Laminate Rubber

（HDR specimen）  

Vertical Direction Horizontal Direction

Compression：1000 kN

Tension：300 kN

Maximum Stroke ±100 mm ±300 mm

Control Method Load control Displacement control

PC

A/D:D/A Converter

Control Software

②Control

➀Experimental
Equipment

Maximum Load ±200 kN

CPU: Intel core i7-5820K , Memory: 64 GB
 OS：Microsoft Windows 7 64 bit

16 bit (Input 16 ch Output 2 ch)

Labview 2013

Type NRB HDR

Diameter (mm) 225 225

Rubber thickness (mm) 1.6×35layer 1.6×28layer

Shear Modulus (MPa) 0.39 0.62

Internal Steel sheet
thickness (mm) 1.0×34layer 1.0×27layer

First shape factor 35.2 35.2

Secondary shape factor 4 5
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4.2 精度検証 

本システムでの精度を確認するため，1 質点モデルを用いて SROLT

の実験を行う。積層ゴムの 100％時の等価剛性に対して固有周期が 2s

となるようにモデルを設定した。鉛直方向の面圧は，15 MPa で一定

とし，地震動を Fig. 10 に示す加振周期 0.5s の正弦波 1 波だけ与え

た。最大加速度は，NRB 試験体の応答変位が 40 ｍｍ程度となるよう

に 120 cm/ｓ2とした。解析の時間間隔 Δt＝0.01s とした。本報では，

n=5，dt(1) ～ dt(5)を 0.03～0.07s の 0.01s 間隔とした。これらの値

は試行錯誤的に決めた。設定手法については今後の課題である。 

応答変位の時刻歴を Fig. 11 に示す。黒線が目標変位（Target），

赤線が試験体の実変位（Measured）である。図中➀～④の各ピーク時

の遅れ時間 Dt の平均値は，NRB 試験体を用いた実験で遅れ時間 Dt＝

0.013s(Dt/T = 0.0063)，HDR 試験体を用いた実験で遅れ時間 Dt＝

0.015s(Dt/T = 0.0075)となり，遅れ時間による影響を Fig. 4 と比

較すると Xmax（Dt）/Xmas(Dt = 0)が 1.05 程度以下であることから，

遅れ時間による影響は小さい。Fig. 12 に示す目標変位と復元力（実

験値）の履歴と実変位と復元力（実験値）の履歴を比較するとほぼ同

様となっている。 

NRB 試験体の実験で，遅れ時間による影響を Fig. 13 に示す。遅れ

時間が大きくなると，2 章で行った数値解析結果と同様，振幅が大き

く，周期が長くなる。Fig. 14 に目標変位と復元力（実験値）の履歴

を示す。遅れ時間により，目標変位に実変位が達していないと，その

差分だけ異なった荷重をフィードバックして SROLT の応答計算を行

う。Fig. 12 a) に示す Dt/T = 0.0063 での目標変位と復元力（実

験値）の履歴は，時計回りの履歴で履歴面積を有するが，Fig. 14 

a) の Dt/T = 0.0125 での目標変位と復元力（実験値）の履歴は，履

歴面積がほとんどない。Fig. 14 b) の Dt/T = 0.03 での目標変位

と復元力（実験値）の履歴は反時計回りの履歴となる。Fig. 15 に NRB

試験体の遅れ時間による影響の概念図を示す。Dt/T = 0.03 の場合，

黒線で示す試験体の履歴に対して遅れ時間により，Fig. 5 と同様に，

目標変位に対して実変位の遅れた分だけ復元力に差異が生じ，反時

計回りの履歴を示す。その結果，試験体の実際の履歴より剛性が低下

し，振動系にエネルギーを入力するような履歴となっている。 

正弦波での効果が確認できたことから，NRB 試験体を用いて Fig. 

16 に示す EL Centro NS 波（最大加速度 45 cm/s2）の加振を行った。

結果を Fig. 17，18 に示す。黒線で示す SROLT の目標変位に対して

赤線で示す実変位の遅れ時間はすべてのピーク時における平均値で

0.01s 程度(Dt/T = 0.005)と小さく，履歴はよく一致している。 

新たに開発した SROLT システムは，試験機の応答遅れの小さいシ

ステムあることが確認できた。ただし，振幅が数ミリ程度の小さい加

振を行う場合など試験機の能力上限界があるので適用範囲を注意し

て実験を行う必要がある。 

 

５．免震建築物の SROLT による応答シミュレーション 

5.1 実験概要 

5 章では，免震層に HDR を用いた超高層免震建築物の長周期地震お

よび風外力の応答について，本 SROLT システムを用いたシミュレー 

ションを行い，SROLT の有用性を示す。 

検討した建築物は，42 階建て（以下 42F モデル）の RC 造建築物の

基礎免震構造である 16)。建物形状および免震部材の配置を Fig. 19，

20 にそれぞれ示す。使用する HDR は 16 基と，弾性すべり支承 16 基

である。上部構造は 43 質点のせん断ばねモデルに置換した。上部構

造の 1 次固有周期は 3.13s，免震層のせん断ひずみ 100%時の等価周 
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4.2 精度検証 

本システムでの精度を確認するため，1 質点モデルを用いて SROLT

の実験を行う。積層ゴムの 100％時の等価剛性に対して固有周期が 2s

となるようにモデルを設定した。鉛直方向の面圧は，15 MPa で一定

とし，地震動を Fig. 10 に示す加振周期 0.5s の正弦波 1 波だけ与え

た。最大加速度は，NRB 試験体の応答変位が 40 ｍｍ程度となるよう

に 120 cm/ｓ2とした。解析の時間間隔 Δt＝0.01s とした。本報では，

n=5，dt(1) ～ dt(5)を 0.03～0.07s の 0.01s 間隔とした。これらの値

は試行錯誤的に決めた。設定手法については今後の課題である。 

応答変位の時刻歴を Fig. 11 に示す。黒線が目標変位（Target），

赤線が試験体の実変位（Measured）である。図中➀～④の各ピーク時

の遅れ時間 Dt の平均値は，NRB 試験体を用いた実験で遅れ時間 Dt＝

0.013s(Dt/T = 0.0063)，HDR 試験体を用いた実験で遅れ時間 Dt＝

0.015s(Dt/T = 0.0075)となり，遅れ時間による影響を Fig. 4 と比

較すると Xmax（Dt）/Xmas(Dt = 0)が 1.05 程度以下であることから，

遅れ時間による影響は小さい。Fig. 12 に示す目標変位と復元力（実

験値）の履歴と実変位と復元力（実験値）の履歴を比較するとほぼ同

様となっている。 

NRB 試験体の実験で，遅れ時間による影響を Fig. 13 に示す。遅れ

時間が大きくなると，2 章で行った数値解析結果と同様，振幅が大き

く，周期が長くなる。Fig. 14 に目標変位と復元力（実験値）の履歴

を示す。遅れ時間により，目標変位に実変位が達していないと，その

差分だけ異なった荷重をフィードバックして SROLT の応答計算を行

う。Fig. 12 a) に示す Dt/T = 0.0063 での目標変位と復元力（実

験値）の履歴は，時計回りの履歴で履歴面積を有するが，Fig. 14 

a) の Dt/T = 0.0125 での目標変位と復元力（実験値）の履歴は，履

歴面積がほとんどない。Fig. 14 b) の Dt/T = 0.03 での目標変位

と復元力（実験値）の履歴は反時計回りの履歴となる。Fig. 15 に NRB

試験体の遅れ時間による影響の概念図を示す。Dt/T = 0.03 の場合，

黒線で示す試験体の履歴に対して遅れ時間により，Fig. 5 と同様に，

目標変位に対して実変位の遅れた分だけ復元力に差異が生じ，反時

計回りの履歴を示す。その結果，試験体の実際の履歴より剛性が低下

し，振動系にエネルギーを入力するような履歴となっている。 

正弦波での効果が確認できたことから，NRB 試験体を用いて Fig. 

16 に示す EL Centro NS 波（最大加速度 45 cm/s2）の加振を行った。

結果を Fig. 17，18 に示す。黒線で示す SROLT の目標変位に対して

赤線で示す実変位の遅れ時間はすべてのピーク時における平均値で

0.01s 程度(Dt/T = 0.005)と小さく，履歴はよく一致している。 

新たに開発した SROLT システムは，試験機の応答遅れの小さいシ

ステムあることが確認できた。ただし，振幅が数ミリ程度の小さい加

振を行う場合など試験機の能力上限界があるので適用範囲を注意し

て実験を行う必要がある。 

 

５．免震建築物の SROLT による応答シミュレーション 

5.1 実験概要 

5 章では，免震層に HDR を用いた超高層免震建築物の長周期地震お

よび風外力の応答について，本 SROLT システムを用いたシミュレー 

ションを行い，SROLT の有用性を示す。 

検討した建築物は，42 階建て（以下 42F モデル）の RC 造建築物の

基礎免震構造である 16)。建物形状および免震部材の配置を Fig. 19，

20 にそれぞれ示す。使用する HDR は 16 基と，弾性すべり支承 16 基

である。上部構造は 43 質点のせん断ばねモデルに置換した。上部構

造の 1 次固有周期は 3.13s，免震層のせん断ひずみ 100%時の等価周 
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期は 6.45s である。上部構造は，弾性，各次の減衰定数を 2％とした。 

地震波として，長周期地震動の此花（OSKH02(平均)）13)×80％を用

いる。加速度波形を Fig. 21 に示す。OSKH02(平均)は，固有周期 6～

7s に卓越した応答を示す地震波で，継続時間は 739.8s と長い。 

一方，風力波形は，極めて稀に発生する暴風(再現期間 500 年)に

相当する時刻歴風力波形(以下，Level 2 相当波形)を用いる 17)。地表

面高さ約 100 m 位置における風方向の風力波形を Fig.22 に示す。文

献 16）の風力波形は，Level 2 相当の風荷重に至るまで最初の 10 分

間，徐々に荷重を増分したのち，Level 2 相当の風荷重を 10 分間与

える波形となっているが，本実験においては，最初の 30s で Level 2

相当の風荷重に到達するような風力波形とした。 

本システムに用いた数値積分法は，陽な方法にモード除去法を適

用した数値積分法である 8),9)。これは，応答全体には，ほとんど含ま

れない高次モードの成分を除去できる手法である。高い自由度をも

つ建築物モデルの実験をする場合でも，Δt をむやみに小さくするこ

とがないので，計算量を削減することができる。解の精度を確保する

ため，モデルの固有円振動数を ωm とした時，ωm・Δt ＜ 0.5 を満足

することが必要である 15)。本建築物モデルの場合，全 43 モードを考

慮すると Δt ＜ 0.004s とすることが必要であるが，計算時間の制約

から 10 次を超えるモードを除去し，Δt ＝ 0.01s で実験を行う。そ

の時，ω10・Δt ＝ 0.275＜0.5 で，解の精度を確保している。事前に，

数値解析により 10 次を超えるモードを除去した場合と全 43 次モー

ドを考慮した場合で比較を行い，高次モードの影響が小さいことを

確認している。 

試験体は，Fig. 8 の HDR 試験体を用いる。鉛直方向の面圧は，基

準面圧 15 MPa で一定とし,HDR 試験体への水平変形を建築物モデル

の免震層に設置された HDR と HDR 試験体のせん断ひずみが等価とな

るように与える。HDR の復元力は，ゴムの断面積に比例するとして，

建築物モデルの免震層に設置された HDR の総ゴム断面積と HDR 試験

体のゴム断面積の比率分を乗じて求めた。弾性すべり支承は摩擦係

数が十分小さいとして，復元力を考慮しないこととした。 

 

 

5.2 実験結果 

SROLT の地震応答結果として HDR のせん断ひずみの時刻歴と履歴

図を Fig. 23 a) ,24 a)に示す。せん断ひずみは，特に 100～300s の

間に振幅が大きくなっている。履歴図には，せん断ひずみ 200％の振

幅が発生している時間 1，2 の履歴と，その前後の時間でせん断ひず

み 100～150％の振幅が発生している時間①～③の履歴を示す。HDRが

多数繰り返し変形すると，剛性が低下していく傾向がある 14)が，本

実験では，顕著な違いは見られない。これは，縮小試験体を用いため

と考えられ，今後はスケール効果 14）を考慮した検討が必要となる。 

SROLT の風応答結果として HDR のせん断ひずみ，せん断応力の時刻

歴と履歴図を Fig. 23 b),24 b)に示す。せん断応力の振幅は概ね一

定であるが，せん断ひずみは徐々に変形が増えている。Fig. 24 b)の

履歴図で，加振開始から前半 5 分（黒線）と後半 5 分（グレー線）と

比較すると，HDR に水平クリープが生じていることが確認できる。鉛

プラグ入り積層ゴム 5)と同様に水平クリープの発生を確認できる。 
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Fig. 21 Input Acceleration (OSKH02(AVE)×80%) 

Fig. 22 Wind Force (Wind Direction) 
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６．まとめ 

本報では，既存の動的 2 軸試験機を用いて開発したサブストラク

チャ・リアルタイム・オンライン応答実験システムが，免震建築物に

対して，地震および風応答をシミュレーションできる試験機の応答

遅れの小さいシステムであることを示す目的で行った実験結果を報

告した。以下に得られた知見を示す。 

・解析的な検討により，遅れ時間が大きくなると応答変形が大きくな

る傾向にあることが分かった。遅れ時間による応答への影響は，遅れ

時間 Dt / 固有周期 T で示すことができる。Dt/T ≦ 0.01 であれ

ば，SROLT の応答結果に与える影響は小さい。 

・新たに開発した SROLT システムは，試験機の応答遅れを考慮した

変位指令値の適用により，Dt/T ≦ 0.01 となることを今回の検証で

確認した。免震建築物の挙動をシミュレーションするのに十分な精

度を有している。 

・本 SROLT システムを用いて，免震部材に HDR を用いた超高層免震

建築物の長周期地震および風外力の応答シミュレーションを行い，

HDR の風荷重による水平クリープを確認した。 

試験体が縮小体のため，スケール効果 14)など考慮すべきことはあ

るが，既存の動的 2 軸試験機を用いて開発した SROLT システムは，

数値積分法に，陽な方法にモード除去法を適用することで Δt を緩和

することができるため，高い自由度を持つ高層免震建築物に対して

も地震および風応答をシミュレーションできる試験機の応答遅れの

小さいシステムであることを確認することができた。今後，さまざま

な免震建築物の地震および風外力の挙動について検討を進めていく。 
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a) OSKH02(AVE) ×80%       b)  Wind Force (Wind Direction) 

Fig.24 Stress-strain  

  

0

0.5

1

0 1 2

St
re

ss
 （

M
Pa

)

Strain

Time(0 -330s) Time(330-630s)

-2

-1

0

1

2

-3 -2 -1 0 1 2 3

St
re

ss
（

M
Pa

)

Strain

1 2 ① ② ③

［2021年 6月 2日原稿受理　2021年 8月 17日採用決定］


